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第 12 号議案

（総　則）
第１条　平成27年度（2015年度）町田市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

443床
人 人
人 人

病院施設改修事業費
医療機器等購入費

（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　入

支　　　出

（資本的収入及び支出）

　に対し不足する額1,184,536千円は、過年度分損益勘定留保資金で補填するものとする）。

収　　　入

固定資産売却代金

支　　　出

入院

第１款 病院事業費用 14,577,458 千円

第１項 医 業 収 益
第１款

（２）
（３）

1,567,041

病院事業収益

269,985

千円
954 千円

平成27年度（2015年度）町田市病院事業会計予算

398,739
入院 外来 1,300

外来 315,900137,817

千円主な建設改良事業
377

（４）

病 床 数
年 間 患 者 数
１ 日 平 均 患 者 数

（１）

第３項 特 別 利 益
第２項 医 業 外 収 益

千円

千円

13,712,380 千円
12,144,385

千円
千円
千円

632,234
69,580

13,845,644第１項
第２項
第３項
第４項

医 業 費 用
医 業 外 費 用
特 別 損 失
予 備 費 千円30,000

千円

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

151,509第１款 資 本 的 収 入

第３項 そ の 他 収 入 83,000 千円

668,724 千円
第１款 資 本 的 支 出 1,336,045 千円

第１項 建 設 改 良 費

1 千円
千円第２項 68,508

第１項
都 補 助 金

第３項 予 備 費 千円20,000
647,321 千円第２項 企業債償還金
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（たな卸資産購入限度額）
第７条　たな卸資産の購入限度額は、1,976,408千円と定める。

（重要な資産の取得）

 救急用ＣＴ撮影装置 式

平成27年（2015年）2月26日 提出

　 東京都町田市長　　石　阪　丈　一

第６条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又

（２）

1

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事　　　項 期　　　　間 限度額

平成27年度から平成28年度まで 612,117
千円

自家発電設備更新事業

（１）職 員 給 与 費
交 際 費 600 千円

（債務負担行為）

7,365,681 千円

医 療 機 器
種　　類

第８条　重要な資産の取得は、次のとおりとする。

数　量名　　　　　　称



－3－

平成27年度町田市病院事業会計予算実施計画

平成27年度町田市病院事業会計予定ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書

平成27年度町田市病院事業予定損益計算書

平成27年度町田市病院事業予定貸借対照表

平成26年度町田市病院事業予定損益計算書

平成26年度町田市病院事業予定貸借対照表

平成27年度町田市病院事業会計予算実施計画内訳

6

給 与 費 明 細 書 7

２．

３．

平 成 27 年 度

町田市病院事業会計予算に関する説明書
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収益的収入及び支出 （単位：千円）

室料差額収益

公衆衛生活動収益

その他医業収益

（単位：千円）

職員給与費

薬品費、診療材料費等

一般管理諸経費

固定資産減価償却費

固定資産除却費等

研修旅費等

平成27年度町田市病院事業会計予算実施計画

医師及び歯科医師臨床研修費補助金

公立病院運営事業補助金等

受取利息配当金

入 院 収 益

外 来 収 益

負 担 金 交 付 金

収 入

13,712,380

119,252

1,631

87,930その他医業収益

1,567,041

款 項 予 定 額

12,144,385

備 考目

病院事業収益

600,131

732,874

7,663

268,779

352,882

145,700

954

1

企業債利息

632,234

1

13,845,644

14,577,458

備 考

不用品売却収益、保育料、職員住宅

使用料、駐車場利用料等

駐 車 場 管 理 費 19,688

222,089

消 費 税 及 び

地方消費税還付金

企業債取扱諸費

22,870
消 費 税 及 び

109,243

420

61,588職員住宅管理費

雑 損 失

公衆電話使用料

地 方 消 費 税

保 育 室 運 営 費

支 払 利 息 及 び

長期前払消費税
59,896

勘 定 償 却

病院事業費用

款 項

医 業 費 用

36,800

予 定 額

減 価 償 却 費 1,179,101

経 費 2,074,475

給 与 費 7,365,681

材 料 費 3,107,176

研 究 研 修 費 35,709

23,606資 産 減 耗 費

目

医 業 外 費 用

外来医療にかかる収益

392,126

入院医療にかかる収益

医 業 収 益

支 出

都 補 助 金

負 担 金 交 付 金

953

7,924,477

3,474,900

115,498

医 業 外 収 益

国 庫 補 助 金

固定資産売却益

過年度損益修正益

特 別 利 益

その他医業外収益

長期前受金戻入

地方公営企業法に基づく一般会計負担金交付金

地方公営企業法に基づく一般会計負担金交付金
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（単位：千円）

資本的収入及び支出 （単位：千円）

病院整備事業に対する都補助金

分散型電源導入に対する補助金

（単位：千円）

病院施設改修事業費

医療機器等購入費

企業債償還元金

69,580

固定資産売却損 1

過年度損益修正損 69,579

款 目

30,000

30,000

収 入

備 考

151,509

予 定 額款 目

資 本 的 収 入

予 備 費

項

特 別 損 失

83,000

83,000そ の 他 収 入

そ の 他 収 入

1固定資産売却代金

固定資産売却代金

都 補 助 金 68,508

都 補 助 金 68,508

備 考

企 業 債 償 還 金

1,336,045

予 定 額 備 考

予 備 費

予 定 額

647,321

647,321

病 院 改 築 費

支 出

1

項

資 本 的 支 出

款 項 目

企 業 債 償 還 金

398,739

資 産 購 入 費

668,724

269,985

建 設 改 良 費

予 備 費

予 備 費

20,000

20,000
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

長期前払消費税勘定償却

退職給付引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

固定資産除却損

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

敷金の払込による支出

補助金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

リース債務の返済による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

　　資金増加額

　　資金期首残高

　　資金期末残高

59,896

平成27年度町田市病院事業会計予定ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書（間接法）
（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

千円

△ 865,078

1,179,101

1,631

△ 268,779

124,097

25,191

△ 115,498

△ 1,631

268,779

22,769

5,205

△ 747,493

2,431,691

1,684,198

1,000

△ 1,008

△ 16,396

368,596

△ 602,872

151,508

△ 452,372

△ 647,321

△ 663,717

△ 59,952

8,876

△ 17,011

635,744
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１．総　　括

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（　　）内は、短時間勤務職員外書

（単位：千円）

給 与 費 明 細 書

7,759,269

職　員　数

特別職 一般職

(9)

634

(0)

0
0

214,935

給         与        費

6,401,189

0

2,384,340 2,868,756

0

2,384,340 2,868,756

0

報　酬 給　料 手　当 賃　金区　　分

634

(1)

11

(0)

0

(1)

11

前

年

度
合 計

資 本 勘 定
支 弁 職 員

損 益 勘 定
支 弁 職 員

損 益 勘 定
支 弁 職 員

△ 10

645

(0)

0

(9)

645

(8)

(8)

本

年

度

損 益 勘 定
支 弁 職 員

資 本 勘 定
支 弁 職 員

合 計 △ 50,119

△ 2,340

通勤手当

72,967△ 10

0

△ 50,119

0 00
資 本 勘 定
支 弁 職 員

47,628

特殊勤務
手当

467,90461,296

区　分

△ 1,656

62,472

扶養手当

4,241,052

164,816

164,816

48

0

48

15,591

0 0 0

手

当

の

内

訳

964,492

0 0 0 0 0

214,935 2,335,596 4,241,052 967,686 891,525

983,277

967,686 891,525

0

983,277 6,401,189

0 0

964,492

72,967

比

　
較

48,744

計

比 較

法　定
福利費

△ 1,358,080

△ 1,358,080

48,744 △ 1,372,296 15,591

7,759,269

合 計

49,284

本 年 度

前 年 度

比 較

区　分

本 年 度

前 年 度

208,56064,812

△ 1,372,296

58

0

58

2,335,596

宿日直手当

144,924

130,092

14,832

212,064

住居手当

37,572

37,908

△ 336

3,504

地域手当

374,232

366,408

7,824

時間外手当

児童手当

33,925

期末勤勉
手当

1,017,198

1,217,239

△ 200,041

61,668

△ 372

管理職手当

29,020

4,905

初任給調整
手当

137,959

133,273

4,686

368,712

99,192

合　計

7,365,681

0

7,365,681

8,650,794

0

8,650,794

△ 1,285,113

0

△ 1,285,113

退職給付費

271,582

1,574,076

△ 1,302,494



－8－

２．給料及び手当の増減額の明細

 給与改定に伴う増減分

 昇給に伴う増加分  昇給によるため  平均昇給率 ％

 その他の増減分  新陳代謝等による  職員数の異動状況

 ため

人 人 人

人 人 人

人 人 人

 採用・退職等の状況

  平成27年度中採用者数 人

  平成27年度中退職者数 人

 制度改正に伴う増減分  地方公営企業会計  退職給付引当金引当不足額

 基準の変更による  賞与引当金引当不足額

 その他の増減分  その他

（　　）内は、短時間勤務職員外書

（１）職員1人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

2.18

(その他)

 給料 48,744

前年度

本年度

3,036

46,919

△ 1,211

(在職者)

(9)

(8)

634634

645

(計)

－

－645

(9)

(8)

区分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　　　　　明 備　　　　　　　　　考

(1)

△ 1,372,296

(1)

増減数 11 11－

63

３．給料及び手当の状況

△ 1,621,547

249,251

35

 手当

41歳11か月

335,875

452,114

295,101

446,730

37歳11か月

284,809

医療職（2） 医療職（3）

事務・技術

行政職（1）

医療技術員 看護師･准看護師

43歳5か月

464,830

平均給料月額

平均給与月額

平 均 年 齢

422,930

41歳4か月

320,668

1,014,824

37歳8か月

282,573

447,513

37歳3か月

区　　　　　　　　分
医　　師

医療職（1）

平均給料月額

平均給与月額平成27年1月1日
現在

1,058,486

41歳6か月

420,891

407,690

37歳0か月

447,687

289,869

平成26年1月1日
現在

平 均 年 齢
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（２）初任給（平成27年1月1日現在） （単位：円）

（３）級別職員数 （単位：人・％）

（　　）内は、短時間勤務職員外書

高校卒 － － － 143,000 － － － 143,000

20

短大卒 － － 175,300

大学卒 270,900 184,100 － 181,200

短大3卒 － 165,800 181,700 －

－

(-) (-)
5級

1級

－ －

4級

175,300 －

270,900 184,100 － 181,200

5級

－ 165,800 181,700 －

(-)

41.6

(3)

(-)

4級

166

3級

5

(-)

計

(100.0)

5.6

2級

89

(2)
計

409

187

(3)

(-) (-)

30

7

(100.0)

100.0

行政職(1)

医療職(2)

級 級

1級

2級

(-)

29.2

構成比

(2)

(-) (-)

5級
(-)

(-)

(-)

区　分 医療職(1) 医療職(2)
一 般 会 計 の 制 度

区　分

平成27年1月1日現在

級

1級

2級

(-)

5.1

15

100.0

(-)

4.7

(-)

(-)

19.2

医療職(3)

(100.0)

(-)

行政職(1)

級

2級

1級

構成比

(-) (-)

10 25.0

医療職(3)

200

(-)

0.0

8.1
3級

(-)

(-)

4.9

6級

(-)

(-)

構成比

26

(-)

37

医療職(3) 行政職(1)
医療職(1) 医療職(2)

19

医療職(1)

3級

5級

構成比

2.3

19

21.3

3級
(-)

2

61 78.2

(-)

5.1

(-)

(-) (-)

59 75.7

4

(-) (-)

(-)

3級

計
78

(-)

3級

2

計

(-)
1級

15523.3
2級

408

2.3

(-)

33

0
4級

(-)

27.924

(-)

4級
(-)

100.0 86 100.0

39.5

(2)

34

(100.0) (2)

1級

20

16.7

(-)

(100.0)(-)
2級

(1)

3

5級
4 9.8

7.3

1.7

(100.0)

100.0

(-)

12.5

5.0

(-)

20.0

(100.0)

(-)

(-)

5.0

32.5

45.7

(-)

(100.0)

100.0

平成26年1月1日現在

6 7.0

(-)

(-) (-)

(-)

(-) (-)

(1)
計

(-)

78
計

2級

1級
13

4

(-)

21.9

(-)

9

38.0

4.9
4級

(-)

(100.0)

(-)(-)

(100.0)

6級

計

(-)

2

(4)

2

40

(-)

(4)

13

(-)

5

(-)

(-)
3級

8

4級

5級

40.6

(100.0)

2級
(5)

49.0

10

41

1級
(-)

100.0

31.7

7.3

2

100.0

(5)
計

13

(-)

3級

(-)

24.4

(100.0)

(-)

職員数 職員数 職員数 職員数
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（級別の標準的な職務内容）

院長 部長、科長 医療業務を行う職務

副院長 副部長

担当部長

医長

担当医長

高度の知識経験に基

づき困難な医療業務

を行う職務

検査科長 統括係長 係　長 主　任 (1) 薬剤師

薬剤科長 担当係長 高度の専門的知識及 (2) 栄養士

栄養科長 主　査 び経験を必要とする (3) 診療放射線技師

技師長 業務を行う職務 (4) 理学療法士

作業療法士

(5) 臨床検査技師

細胞検査士

衛生検査技師

(6) 視能訓練士

(7) 歯科衛生士

歯科技工士

マッサージ技術

(8) 言語聴覚士

(9) 臨床心理士

心理技術

(10)臨床工学技士

看護部長 統括係長 係　長 主　任 (1) 保健師

副看護部長 担当係長 高度の専門的知識又 (2) 助産師

看護師長 主　査 は経験を必要とする (3) 看護師

科長補佐 業務を行う職務 (4) 准看護師

　

部　長 課　長 統括係長 係　長 主　任 定型的な業務又は相

室　長 担当係長 高度の知識又は経験 当高度の知識若しく

次　長 担当課長 主　査 を必要とする業務を は経験を必要とする

行う職務 業務を行う職務
行政職
（1）

2　級 1　級

医療職
（1）

医療職
（2）

医療職
（3）

区分 6　級 5　級 4　級 3　級

特命担当部長
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（４）昇　給

（A）

（B）

1号給

2号給

3号給

4号給

5号給

6号給

（B）/（A）

（A）

（B）

1号給

2号給

3号給

4号給

5号給

6号給

（B）/（A）

（５）特殊勤務手当

（６）期末手当・勤勉手当

（　　）内は、短時間勤務職員

(0.25)

0.30

(0.25)

0.30

(2.20)

4.20

(2.10)

3.95

(2.20)

4.20

有

有

支　給　期　別　支　給　率

3月(月分) (月分)

支給率計

12月(月分)6月(月分)

(0.90)

1.875

(0.85)

1.75

(0.90)

1.875

(1.05)

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

2.025

(1.00)

1.90

(1.05)

2.025

(0.25)

0.30

区　　分

有

前　　年　　度

一般会計の制度

本　　年　　度

行政職(1)

6.3 0.012.8

医療職(2) 医療職(3)全職種 医療職(1)

20.0

61,339

61.2

263,000

75.5

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

平 均 支 給 月 額

（平成27年1月1日現在）
98.7

　危険手当・夜間看護手当・診療手当

（円）

区　　　　　　　　　　分

（％）

78

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

支 給 対 象 職 員 の 比 率

支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り

（％）

0 0

0

382

15

（人） 8 1

（人） 41 21 2

0

72.5

18,000

79.9

36,195

（人）

（人）

（人）

0 0 0

38

0 0 2

0 0

80

0

3

8 2 0 0

37

合　　計 医療職(1)

0

87.8

92 421 40

0

25

6

0 7

0

行政職(1)

27

88.4 89.7

2

41

36

89.2

81

0 0

昇給に係る職員数

号給数別内訳

号給数別内訳

74

0

529 45

（人）

本

年

度

前

年

度

0

91.4

0

0

0

（人）

（人）

（人）

538 52

645 83

74

（人）

区　　　　　　　　　分

職 員 数

比 率

職 員 数

（人）

（人）

比 率

昇給に係る職員数

2

0

589

2

0

（人）

91.3

（％）

（人） 634

589

（％）

92.9

（人） 0

（人）

0.0

0

医療職(3)

426

382

0

397

0

84 375

医療職(2)

95

84

87.0 94.3 95.0

0

26

7

3
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（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成27年1月1日現在）

（８）その他の手当（平成27年1月1日現在）

自家発電設備
更 新 事 業

－　 612,117 592,117
平 成 28

一般会計
年度まで

612,117 －

(月分)

その他の
加算措置等

備考
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

千円
金　額 特　定　財　源 自己財源

千円 千円 千円

限度額
前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

左　の　財　源　内　訳

期　間

－　

平 成 27
企 業 債

国 都
補 助 金

－　

－　

そ の 他 20,000

支 給 率 等

区　　分

区　　　分

扶 養 手 当

年度から

同　　　一

同　　　一

地 域 手 当

同 上 同 上

26.0 34.5 48.5

(月分) (月分) (月分)

千円

一般会計の制度
（支給率等）

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　項
期　間

住 居 手 当

金　額

通 勤 手 当

一般会計の制度との異同

同　　　一

同　　　一

差 異 の 内 容

同 上

制度あり

同 上同 上

48.5
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５．特　別　利　益

６．特　別　損　失

７．予　　備　　費

予 備 費

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

69,580

704,870

768,674

27,778 27,77827,778

△ 68,626

865,078

5,505,095

6,370,173

954

1,473,544

855,674

1,560,544

1

過 年 度 損 益 修 正 損 69,579

固 定 資 産 売 却 損

1

953

13,594,030

経 常 損 失

雑 損 失

保 育 室 運 営 費

職 員 住 宅 管 理 費

駐 車 場 管 理 費

420

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

59,896

61,505

472,666

34,074

18,230

公 衆 電 話 使 用 料

1,631

7,663

600,131

３．医　業　外　収　益

受 取 利 息 配 当 金

国 庫 補 助 金

都 補 助 金

負 担 金 交 付 金 732,874

４．医　業　外　費　用

支払利息企業債取扱諸費 268,779

そ の 他 医 業 外 収 益 102,747

長 期 前 受 金 戻 入 115,498

医 業 損 失

7,359,424

3,012,500

1,925,977

1,179,101

23,606

33,526

経 費

長期前払消費税勘定償却

平成27年度町田市病院事業予定損益計算書
（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

千円 千円 千円

7,923,561

3,471,771

392,126

333,028

１．医　業　収　益

入 院 収 益

外 来 収 益

負 担 金 交 付 金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

研 究 研 修 費

12,120,486

２．医　業　費　用

給 与 費

材 料 費

そ の 他 医 業 収 益
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（１）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

（２）

イ

（３） 投資その他の資産

イ

ロ

投資その他の資産合計

（１）

（２）

（３）

（１）

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債

（２）

（３）

イ

引 当 金 合 計 2,127,767

退職給付引当金

52,291

３．固　定　負　債

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計 17,513,347

2,041,301

12,011,889企 業 債 合 計

負　債　の　部

14,191,947

引 当 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

2,127,767

12,011,889

リ ー ス 債 務

貸 倒 引 当 金

減価償却累計額

固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

貯 蔵 品

２．流　動　資　産

現 金 預 金

未 収 金

△ 20,146

403,083

長期前払消費税

△ 4,000

無形固定資産

敷 金 2,333

106,333

2,894

104,000

１．固　定　資　産

平成27年度町田市病院事業予定貸借対照表
（平成28年3月31日）

千円 千円

有形固定資産

土 地

建 物

器 械 備 品

減価償却累計額

千円 千円

資　産　の　部

1,472,331

減価償却累計額

リ ー ス 資 産

車 両 運 搬 具 5,144

減価償却累計額 △ 4,918 226

90,546

10,020,728

1,643,755

70,400

19,167,665

△ 9,146,937

5,501,722

△ 3,857,967

13,719,750

3,793,597

2,045,301

68,098

13,610,523

2,894

1,684,198
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（１）

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

イ

ロ

（１）

（１）

イ

ロ

（２）

イ 当年度未処理欠損金

法定福利費引当金 50,607

企 業 債 合 計 660,059

引 当 金

預 り 金 52,995

前 受 金 8,680

引 当 金 合 計 353,345

302,738賞 与 引 当 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

企 業 債

４．流　動　負　債

流 動 負 債 合 計 1,830,282

660,059

18,109

737,094

５．繰　延　収　益

493,551繰 延 収 益 合 計

収益化累計額 △ 1,640,941

16,515,780

2,134,492

負 債 合 計

長 期 前 受 金

17,513,347

△ 3,306,973

997,567

6,370,173

3,063,200

6,370,173

1,767,980

1,295,220

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

７．剰　余　金

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

その他資本剰余金

欠 損 金

国 都 補 助 金

資　本　の　部

６．資　本　金 4,304,540

資 本 剰 余 金
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５．特　別　利　益

６．特　別　損　失

７．予　　備　　費

その他未処分利益剰余金変動額

平成26年度町田市病院事業予定損益計算書
（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）

千円 千円 千円

負 担 金 交 付 金 415,230

そ の 他 医 業 収 益 329,212 11,784,597

１．医　業　収　益

入 院 収 益 7,582,094

外 来 収 益 3,458,061

材 料 費 3,009,223

経 費 1,884,862

２．医　業　費　用

給 与 費 6,765,325

資 産 減 耗 費 183,217

研 究 研 修 費 32,232 13,072,029

減 価 償 却 費 1,137,274

長期前払消費税勘定償却 59,896

国 庫 補 助 金 6,601

医 業 損 失 1,287,432

３．医　業　外　収　益

受 取 利 息 配 当 金 2,001

長 期 前 受 金 戻 入 117,114

そ の 他 医 業 外 収 益 134,069 1,569,490

都 補 助 金 585,935

負 担 金 交 付 金 723,770

保 育 室 運 営 費 33,745

職 員 住 宅 管 理 費 58,084

４．医　業　外　費　用

支払利息企業債取扱諸費 281,265

雑 損 失 569,758 960,332 609,158

経 常 損 失 678,274

駐 車 場 管 理 費 17,055

公 衆 電 話 使 用 料 425

固 定 資 産 売 却 損 1

過 年 度 損 益 修 正 損 1,671,323 1,671,324 △ 1,670,515

固 定 資 産 売 却 益 1

過 年 度 損 益 修 正 益 808 809

前 年 度 繰 越 欠 損 金 3,491,930

363,402

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 5,505,095

予 備 費 27,778 27,778 27,778

当 年 度 純 損 失 2,376,567
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（１）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

（２）

イ

（３） 投資その他の資産

イ

ロ

投資その他の資産合計

（１）

（２）

（３）

（１）

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債

（２）

（３）

イ

有形固定資産

土 地 1,472,331

平成26年度町田市病院事業予定貸借対照表
（平成27年3月31日）

資　産　の　部

１．固　定　資　産 千円 千円 千円 千円

建 物 19,167,665

減価償却累計額 △ 8,390,342 10,777,323

器 械 備 品 5,723,512

減価償却累計額 △ 3,884,468 1,839,044

車 両 運 搬 具 5,144

減価償却累計額 △ 4,918 226

リ ー ス 資 産 60,000

減価償却累計額 △ 4,000 56,000

建 設 仮 勘 定 33,801

有 形 固 定 資 産 合 計 14,178,725

無形固定資産

電 話 加 入 権 2,894

無 形 固 定 資 産 合 計 2,894

長期前払消費税 163,896

敷 金 1,325

165,221

固 定 資 産 合 計 14,346,840

２．流　動　資　産

現 金 預 金 2,431,691

未 収 金 1,985,349

貸 倒 引 当 金 △ 3,000 1,982,349

資 産 合 計 18,811,967

負　債　の　部

貯 蔵 品 51,087

流 動 資 産 合 計 4,465,127

12,671,948

３．固　定　負　債

企 業 債

企 業 債 合 計 12,671,948

リ ー ス 債 務 44,000

引 当 金

退職給付引当金 2,003,670

引 当 金 合 計 2,003,670

固 定 負 債 合 計 14,719,618
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（１）

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

イ

ロ

（１）

（１）

イ

ロ

（２）

イ 当年度未処理欠損金

４．流　動　負　債

企 業 債

リ ー ス 債 務 12,000

647,321

未 払 金 735,445

預 り 金 46,098

企 業 債 合 計 647,321

前 受 金 8,350

引 当 金

賞 与 引 当 金 277,547

法定福利費引当金 45,402

引 当 金 合 計 322,949

長 期 前 受 金 1,982,984

収益化累計額 △ 1,525,443

流 動 負 債 合 計 1,772,163

５．繰　延　収　益

資　本　の　部

６．資　本　金 4,304,540

繰 延 収 益 合 計 457,541

負 債 合 計 16,949,322

７．剰　余　金

資 本 剰 余 金

国 都 補 助 金 1,767,980

欠 損 金

5,505,095

その他資本剰余金 1,295,220

資 本 剰 余 金 合 計 3,063,200

欠 損 金 合 計 5,505,095

剰 余 金 合 計 △ 2,441,895

資 本 合 計 1,862,645

負 債 ・ 資 本 合 計 18,811,967
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収益的収入及び支出 （単位：千円）

年 延 患 者 数 人

1人1日診療単価 円

年 延 患 者 数 人

1人1日診療単価 円

救急医療負担金

検診・予防接種等

歯科医師臨床研修費補助金

産科医等育成･確保支援事業

周産期医療負担金

小児医療負担金

院内保育所運営負担金

高度・特殊医療負担金

医師等研究研修負担金

共済追加費用負担金

企業債利息負担金

基礎年金拠出金負担金

児童手当負担金

その他医業収益

10,500

12,144,385医業収益

入 院 収 益

負担金交付金

外 来 収 益

負担金交付金

入 院 収 益

7,924,477

7,924,477

392,126

392,126

3,474,900

3,474,900

外 来 収 益

平成27年度町田市病院事業会計予算実施計画内訳

予　定　額 備　　　　　考

13,712,380

款 項 目 節

収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

99,162

負担金交付金 732,874

5,440

文 書 料 等

預 金 利 息

その他医業収益

1

119,252

1,630

有価証券利息

都 補 助 金

都 補 助 金

1,567,041

5,715

87,930

1,631

国 庫 補 助 金

受取利息配当金

7,663
医師臨床研修費補助金

7,663

国 庫 補 助 金

352,882

145,700室料差額収益

負担金交付金

23,984

732,874

31,804

1,948

167,724

55,304

22,845

公立病院運営事業

7,016

600,131

600,131

516,600

315,900

153,834

29,697

その他補助金

11,531

133,931

16,426

17,009

40,698

137,817

57,500

1

1

長期前受金戻入 115,498

消費税還付金

消費税還付金

長期前受金戻入 115,498

医業外収益

病院事業収益

リハビリテーション医療負担金

公衆衛生活動収益

公立病院整備事業費償還補助事業

地域周産期母子医療ｾﾝﾀｰ運営事業

救急医療機関勤務医師確保事業

消費税及び地方

消費税及び地方



－20－

（単位：千円）

行政財産使用料等

その他医業外収益

前年度以前分の収益

（単位：千円）

非常勤嘱託医師等 47 名

名

名

初任給調整手当

共済組合負担金

共済追加費用負担金

その他法定福利費

退 職 給 付 費 271,582

法 定 福 利 費

繰 入 額
302,738

50,607

翌年度6月賞与分

翌年度6月賞与に伴う法定福利費

賞 与 引 当 金

引当金繰入額

85,847

727,817

913,885

2,294,436

62,472

2,212,380

18,824

社 会 保 険 料

81,397

2,384,340
610

45行 政 職 給

特殊勤務手当

項 目

47,628

374,232

児 童 手 当

953

953

期末勤勉手当

5,795

宿 日 直 手 当

住 居 手 当

164,816

7,365,681

13,845,644

給 料

法 定 福 利 費

手 当

款 項 目

特別利益

節 予　定　額

141不用品売却収益

109,243

職員住宅使用料 18,766

駐車場利用料 27,399

款

医業費用

55,215

1

1

　

備　　　　　考

公衆電話利用料 348

保 育 料 7,374

実 習 謝 礼 7,279

節

固定資産売却益

14,577,458

954

予　定　額 備　　　　　考

3,419雇 用 保 険 料

27,379

11,343

支　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

固定資産売却益

給 与 費

賃 金 983,277

144,924

212,064

通 勤 手 当

時 間 外 手 当

臨時医師・看護師等

扶 養 手 当

137,959

37,572

61,296

714,460

467,904

33,925

地 域 手 当

管 理 職 手 当

医 療 職 給

171,960

報 酬

病院事業費用

過年度損益修正益

過年度損益修正益

休日・夜間診療に対する受託収入その他医業外収益

その他医業外収益
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（単位：千円）

診療に要する諸材料

患者用給食材料

10万円未満の医療用備品

事務用品等一般消耗品

　

ガソリン・軽油・特Ａ重油等

年報等印刷製本費

医療機器等修繕

ＣＴ・ＭＲＩ管球等取替

医師賠償責任保険料

産科医療補償制度

医療機器賃借料

カーテン･ブラインド賃借料

タクシー借上料

総合案内等業務

設備維持・清掃・警備業務

医療機器保守点検業務

システム保守・管理業務

廃棄物等処理業務

エレベータ等保守業務

職員募集等広告料

61,365

29,114

施設･設備修繕

15,208その他賃借料

17,108

寝 具 賃 借 料 12,127

4,905

107,587

114,042

327,241

電 話 料

67,195

35,307

16,339

給 食 業 務

郵 便 料 等

物流管理業務 128,304

26,802

検 査 業 務

医 事 業 務

10,875

354,673

161,987電 気 料

ガ ス 使 用 料

報 償 費 958 院内ボランティア謝礼等

消 耗 備 品 費 3,898

旅 費 670

消 耗 品 費

109,953

普 通 旅 費

81,646

予　定　額 備　　　　　考

25,038

款 項 目 節

被 服 費 8,019

9,845

経 費

厚 生 福 利 費 25,571 職員健康診断費等

2,074,475

上 ･ 下 水 道 料

診察衣・看護衣・手術衣等

82,733

書庫・椅子等

光 熱 水 費

308

360

燃 料 費

広 告 料

委 託 料

修 繕 費

保 険 料

食 糧 費

印 刷 製 本 費 6,475

賃 借 料

通 信 運 搬 費 14,799

1,272,995

12,858

そ の 他 業 務

11,305

132,949

会 計 業 務

その他保険料

14,400

793

4,283

10,516

8,710

55,817

198,882

90,190

123,360

タオル賃借料

113,568

一 般 医 薬 品 1,578,360

材 料 費

診 療 材 料 費 1,182,436

医療消耗備品費

給 食 材 料 費 79,711

3,107,176

薬 品 費 1,829,061

15,968

108,317そ の 他 薬 品

麻 薬 ・ 試 薬 142,384

(一部平成25～27年度債務負担行為事業）
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（単位：千円）

医師会等年会費

給与計算等事務費負担金

入院患者他院受診負担金等

解剖に伴う祭し料

研修会等講師謝礼

研究研修用図書

学会･講演会等旅費

学会･講演会等参加費

保育室運営業務委託料

その他保育室運営費

職員住宅賃借料

その他職員住宅管理費

駐車場管理業務委託料

整理・誘導業務委託料

その他駐車場管理費

59,896

長期前払消費税

消 費 税 及 び
22,870

地 方 消 費 税

過年度分資本的支出に係る

控除対象外消費税額償却

36,800

61,588

1,387

勘 定 償 却

長期前払消費税

勘 定 償 却

5,769

3,946

9,973

消 費 税 及 び
22,870

地 方 消 費 税

駐車場管理費 19,688

公衆電話使用料 420

420

7,900

2,791

11,200

13,818

研 修 会 費

35,709

22,769

16,396

器 械 備 品

減 価 償 却 費

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 費

固定資産除却費

36,800

4,001

祭 し 料 100

28,123

院内公衆電話使用料

保育室運営費

保育室運営費

59,896

35,413

職員住宅管理費 61,588
55,759

5,829

駐車場管理費 19,688

公衆電話使用料

備　　　　　考

632,234

公 課 費 66

建物減価償却費

研 究 研 修 費

756,595

1,179,101

2,102

13,538

洗 濯 手 数 料 23,873

4,250その他手数料

交 際 費 600

手 数 料

4,000

諸 負 担 金 19,641

企 業 債 利 息 268,779

268,779
支払利息及び

款 項 目 節

研 修 旅 費

837

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

予　定　額

謝 金

図 書 費

雑 費 1

406,110

23,606

医業外費用

たな卸資産減耗費

職員住宅管理費

貸倒引当金繰入額

企業債取扱諸費
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（単位：千円）

その他雑損失

前年度以前分の査定減等

30,000予 備 費

予 備 費

1固定資産売却損

69,579

予 備 費 30,000

固定資産売却損

30,000

69,579

192,089
222,089

30,000

備　　　　　考款 項

69,579

1

目 節

雑 損 失 222,089

予　定　額

69,580特別損失

雑 損 失

過年度損益修正損

過年度損益修正損

控除対象外消費税及び地方消費税
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資本的収入及び支出 （単位：千円）

公立病院整備事業費償還補助

分散型電源導入促進事業費補助

（単位：千円）

自家発電設備工事監理業務

自家発電設備更新工事費

（平成27～28年度債務負担行為事業）

災害用井戸設置工事費

工事負担金

医療機器購入費

病院情報システム購入費

その他備品購入費

生化学検査システム

款 項 目 節 予　定　額 備　　　　　考

収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

資本的収入 151,509

都補助金 68,508

都 補 助 金 68,508

1

1

1

固定資産

売却代金

固 定 資 産

売 却 代 金

固 定 資 産

売 却 代 金

款 項 目 節 予　定　額 備　　　　　考

都 補 助 金 68,508

支                                          出

83,000

そ の 他 収 入 83,000

そ の 他 収 入 83,000

資本的支出 1,336,045

668,724

工 事 請 負 費 386,871

378,998

7,873

負 担 金 1,068 1,068

病 院 改 築 費 398,739

委 託 料 10,800 10,800

資 産 購 入 費 269,985

備 品 購 入 費 252,277

201,000

45,853

647,321

企業債償還金 647,321

企 業 債

償 還 金

償 還 元 金 647,321

予 備 費

予 備 費

リ ー ス 資 産
購 入 費

17,708

5,424

予 備 費

20,000

20,000

20,000

12,153

5,555

建設改良費

その他収入

採血室システム・輸血検査装置
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（単位：円）

年 ％

年 ％

年 ％

年 ％

年 ％

年 ％

年 ％

年 ％

年 ％

企業債の借入額内訳（当年度末現在）

借 入 年 度

財 務 省 財 政 融 資 資 金

未 償 還 額

463,934,877

利 率借 入 先

851,200,000

借 入 額 償 還 済 額

2.10平 成 9 年 度 387,265,123

平 成 10 年 度

平 成 11 年 度 3,530,700,233

平 成 18 年 度 1,494,797,2821,712,400,000

平 成 17 年 度

合 計

平 成 21 年 度 63,900,000

17,096,400,000

平 成 21 年 度 116,200,000

平 成 22 年 度 292,600,000

財 務 省 財 政 融 資 資 金

財 務 省 財 政 融 資 資 金

1,882,300,000

5,691,200,000

1,052,900,000 883,870,069

1,100,366,202

財 務 省 財 政 融 資 資 金

781,933,798

2,160,499,767

0.90

12,671,948,352

地方公共団体金融機構 0.90

財 務 省 財 政 融 資 資 金 0.90

59,143,341

185,330,654

32,523,748

4,424,451,648

512,418,054

169,029,931

217,602,718

57,056,659

31,376,252

107,269,346

2.10

2.10

2.00

2.10

2.10財 務 省 財 政 融 資 資 金

財 務 省 財 政 融 資 資 金

財 務 省 財 政 融 資 資 金

平 成 19 年 度 4,921,281,9465,433,700,000
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Ⅰ　重要な会計方針

　１　資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品　　先入先出法による原価法によっている。

　２　固定資産の減価償却の方法

　　（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　・減価償却の方法

　　　　　　建物　　　　　定額法による。

　　　　　　その他　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　　建物　　　　　8～39年

　　　　　　その他　　　　3～20年

　　（２）リース資産

　　　　・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用している。なお、

　　　　　リース取引開始日が平成26年3月31日以前のリース取引については、引き続き通常

　　　　　の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　３　引当金の計上方法

　　（１）退職給付引当金

　　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末退職手当要支給額における、病院事

　　　　　業会計が負担すべき金額を計上している。計上額の算定に当たっては、一般会計と

　　　　　の間での協議に基づき、市長部局からの出向職員を除く当年度末病院事業会計所属

　　　　　退職予定者にかかる支給額により算定を行っている。

　　（２）賞与引当金

　　　　　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

　　　　　当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上している。

　　（３）法定福利費引当金

　　　　　職員の期末・勤勉手当に係る共済組合負担金の支払いに備えるため、当年度末にお

　　　　　ける支払い見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）

　　　　　を計上している。

　　（４）貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計

　　　　　上している。

　４　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等

　　　については、当年度の費用として処理している。ただし、固定資産に係る控除対象外消

　　　費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、10年間で均等償却を行っている。

注　記
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Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等関連

　　重要な非資金取引

　　　当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞ

　　　れ34,284,000円である。

Ⅲ　リース契約により使用する固定資産

　１　リース取引の処理方法

　　　リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買

　　　取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　　　リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

　　　借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　２　リース資産に係る経過措置

　　　リース取引開始日が平成26年3月31日以前のリース取引については、引き続き通常

　　　の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　３　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　1年内　　　18,109,000円

　　　1年超　　　52,291,000円

　　　 計　　　　70,400,000円

Ⅳ　その他

　　退職給付引当金の取崩し

　　　当年度において、退職手当として147,485,000円を支給するため、退職給付引当金

　　　147,485,000円を使用する。
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